2010年3月19日

声　明　文

　　　　　浦和青年の家跡地のアスベスト含有再生砕石除去工事に係る

　　　　　　工事差止仮処分命令申立・却下の不当決定に抗議します

　　　　　　　　　　　

　2009年8月、浦和青年の家跡地及び岸町庁舎跡地（さいたま市浦和区岸町3丁目、約3200㎡、このうち約2600㎡は現在日本赤十字社建設用地）に敷かれた再生砕石からアスベストが検出されました。本件跡地に再生砕石を敷くことを発注した埼玉県管財課は、8月末に住民に知らせず、アスベスト含有スレート片などを手作業で拾う作業を日赤用地のみに行い、埼玉県管財課は住民の強い要請にも拘わらず、住民説明会などのリスクコミュニケーションを怠り、アスベスト専門機関であるNPO「中皮腫・じん肺・アスベストセンター」の意見及び質問書を無視して本年1月18日、工事を強行しました（請負業者斎藤工業株式会社）。

これに対し、1月21日、住民3名で工事差止仮処分の申立をさいたま地裁に行いました。

3月16日、「申立をいずれも却下」の不当な決定（3月12付）が届きました。
最初の審尋で、新谷貴昭裁判官は「私はアスベストについて全く解らない」と堂々と述べました。しかし、アスベストの危険性について裁判官は十分な理解に至らないままに、こちらが指摘した都合の悪い問題点には触れないようにして、「住民へのアスベストの健康へのリスクはほとんどない」と判断し、県側主張を大方認めた決定を出しました。

しかし、「静かな時限爆弾」と称されるアスベストによるガン発生に関して、「安全の閾値」がないとアスベスト災害の医学・疫学研究者のセリコフ教授は論文で述べ、アメリカ環境保護庁もこれを認めています。

　建築物等解体工事のマニュアルは策定されていますが、屋外の除去工事についてはマニュアルがないことから、アスベストの専門家を交えた検討会議を設置し工事を速やかに行うことを求めて来ました。私たちは工事に反対なのではなく、安全性に対するリスクが懸念される工事内容であったために、一旦工事を中止してアスベスト専門家・住民を交えたリスクコミュニケーションを行って欲しい、と差止めの申立をしたのです。今回の決定は杜撰な工事にお墨付きを与え先例を作ってしまうことになり大変危惧いたします。

　アスベスト飛散の安全対策を怠った今回の除去工事により、近隣住民のみならず通学児童の数十年にわたる健康被害が懸念され、この点に関しても健康管理・保障を求めたいと考えております。

　建設リサイクル法が施行されてから再生砕石使用は年々増え続け全国で年間5800万トン

に達しています。本件アスベスト含有再生砕石の問題は、新聞各紙、月刊誌「日経エコロジー」（2010年3月号）、TBS報道特集NEXT（2010年2月6日）で放映されるなど、全国からも注目を集めています。

　本件工事申立却下の決定に対し強い憤りを禁じえませんが、今回の申立は、今後の法整備を含め、屋外のアスベスト土壌汚染除去工事方法のマニュアル策定のために重要な問題提起になった、とその意義を捉えたいと思います。
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